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(57)【要約】
【課題】振動除去装置において、流体供給を要せずに対
象物に振動除去のための反力を発生する慣性体を支持で
きるようにすることである。
【解決手段】振動除去装置１０は、慣性体と慣性体を駆
動するアクチュエータ機構とを含んで構成される装置本
体部２０と、図示されていないが定盤８のＸ方向加速度
αを検出してこれを取得し、装置本体部２０にこのαを
打ち消すように慣性体の反力を生じさせる制御を行う制
御部１２とを含んで構成される。装置本体部２０は、筐
体２２と、筐体２２の内部に、軸方向移動に対する剛性
が径方向移動に対する剛性よりも小さい支持バネ２６に
よって支持される慣性体２４と、慣性体２４を筐体２２
に対し軸方向に保持する保持バネ５０，５２と、慣性体
２４をＸ方向に移動駆動するアクチュエータ機構３０と
、速度センサ４０とを含んで構成される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　振動除去の対象である対象物に取り付けられて固定される筐体と、
　軸方向移動に対する剛性が径方向移動に対する剛性よりも小さい支持バネによって筐体
に対し移動可能に支持される慣性体と、
　慣性体に移動駆動力を非接触で与えるアクチュエータ機構と、
　筐体を介して慣性体の移動の反力を対象物に伝えて対象物の振動の加速度を打ち消すよ
うに、対象物の加速度に応じてアクチュエータ機構を駆動制御する制御部と、
　を有することを特徴とする振動除去装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の振動除去装置において、
　慣性体を筐体に対し中立位置に支持する支持部材であって、そのバネ定数と、慣性体の
質量とで定まる固有振動数が０．１Ｈｚ以上１０Ｈｚ以下である支持部材を有することを
特徴とする振動除去装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の振動除去装置において、
　慣性体の移動状態を検出するセンサを有し、
　制御部は、
　センサの検出値に基いて慣性体の速度を求め、その速度をフィードバックするフィード
バック手段と、
　速度のフィードバック量を調整して慣性体の移動のダンピング特性を調整する調整手段
と、
　を含むことを特徴とする振動除去装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の振動除去装置において、
　アクチュエータ機構は、
　筐体側に駆動電流が供給される駆動コイルを含み、慣性体側に永久磁石を含み、駆動コ
イルによって生成される磁束と永久磁石との協働で慣性体に移動駆動力を与えるボイスコ
イルモータであり、
　センサは、アクチュエータ機構と同じ形状を有し、慣性体を挟んでアクチュエータ機構
と反対側に配置され、慣性体側に永久磁石を含み、筐体側に検出コイルを含む速度センサ
であることを特徴とする振動除去装置。
【請求項５】
　請求項１に記載の振動除去装置において、
　筐体は、磁性体で構成されていることを特徴とする振動除去装置。
【請求項６】
　請求項１に記載の振動除去装置において、
　筐体は、その外側を電磁シールド材料で囲まれることを特徴とする振動除去装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は振動除去装置に係り、対象物の振動を除去する振動除去装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　精密な測定、加工、作業等を行う際に、対象物が微小振動していると、その精度が確保
できない。外部からの振動を対象物に与えないようにするために、防振台、あるいは除振
台が用いられる。防振台、あるいは除振台は、大きな質量を有する定盤を、空気バネ等で
支持し、テーブルに伝達される外部からの振動を抑制するように工夫される。さらに、定
盤自身の振動を抑制し、あるいは、定盤上の対象物の振動が定盤に伝達されないように工
夫がなされる。
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【０００３】
　例えば、特許文献１には、定盤の加速度のＤＣ成分を除去するための振動除去装置が開
示されている。ここでは、定盤の下部にコイルアクチュエータを床面に固定された基台と
の間に設けている。コイルアクチュエータは、空気バネを介して基台の上に立設したコイ
ルと、定盤の下部に固定されたマグネット及び磁性体から構成されている。定盤上の制御
対象の加速度が加速度センサで検出されると、時系列信号として記憶し、その平均値を求
め、最新の加速度との差分をとって、加速度のＤＣ成分を除去することが述べられている
。
【０００４】
　また、特許文献２には、移動体の加減速に伴う反力を定盤に伝えなくするステージ装置
が開示されている。ここでは、定盤の上に設置されるＸＹステージとその駆動源であるＸ
Ｙリニアモータの加減速に伴う反力を打ち消すため、力補償素子を設けている。この力補
償素子は、Ｘリニアモータのコイルを支持するＸ固定子である連結フレームの先端に力補
償素子用コイルが設けられ、定盤が置かれる床面に固定された基台側に永久磁石とヨーク
が設けられている。そして、力補償用コイルは、Ｘリニアモータのコイルと同じ特性のも
のとし、それに与える指令値もＸリニアモータのコイルに与えるものと同じとすることで
、簡単にＸリニアモータが定盤に与える反力を打ち消すことができると述べられている。
【０００５】
　これらの従来技術は、定盤の振動を抑制するために、定盤とは別の基台に、コイルアク
チュエータあるいは力補償素子の一端を固定し、これらから、振動抑制のための力を定盤
に与えている。すなわち、従来技術は、振動がない基台を基準として、定盤の振動を抑制
していることになる。
【０００６】
　実際の精密機器等では、振動がない基台を基準とできない場合がある。特許文献３には
、振動がない基台を基準として用いなくてもよい振動除去装置として、振動除去対象物に
筐体を固定して取り付け、その筐体に対して流体支持されて移動可能な慣性体をアクチュ
エータで移動駆動する構成が述べられている。ここでは振動除去対象物の加速度を加速度
センサで検出し、その検出値に応じてアクチュエータを駆動制御することで、筐体を介し
て慣性体の移動の反力を対象物に伝えて対象物の振動の加速度を打ち消すことが述べられ
ている。
【０００７】
【特許文献１】特開平６－１３７３７１号公報
【特許文献２】特開平１０－１２５５９３号公報
【特許文献３】特開２００８－１１１５０７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上記のように、特許文献３の構成を用いることで、振動がない基台を基準として用いる
ことなく、対象物の振動を抑制または除去することが可能となる。この特許文献３の構成
では、対象物に振動除去のための反力を発生する慣性体を流体支持しているので、加圧空
気等の流体供給装置を要し、例えば真空中での使用が不便である。
【０００９】
　本発明の目的は、流体供給を要せずに対象物に振動除去のための反力を発生する慣性体
を支持できる振動除去装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明に係る振動除去装置は、振動除去の対象である対象物に取り付けられて固定され
る筐体と、軸方向移動に対する剛性が径方向移動に対する剛性よりも小さい支持バネによ
って筐体に対し移動可能に支持される慣性体と、慣性体に移動駆動力を非接触で与えるア
クチュエータ機構と、筐体を介して慣性体の移動の反力を対象物に伝えて対象物の振動の
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加速度を打ち消すように、対象物の加速度に応じてアクチュエータ機構を駆動制御する制
御部と、を有することを特徴とする。
【００１１】
　また、本発明に係る振動除去装置において、慣性体を筐体に対し中立位置に支持する支
持部材であって、そのバネ定数と、慣性体の質量とで定まる固有振動数が０．１Ｈｚ以上
１０Ｈｚ以下である支持部材を有することが好ましい。
【００１２】
　また、本発明に係る振動除去装置において、慣性体の移動状態を検出するセンサを有し
、制御部は、センサの検出値に基いて慣性体の速度を求め、その速度をフィードバックす
るフィードバック手段と、速度のフィードバック量を調整して慣性体の移動のダンピング
特性を調整する調整手段と、を含むことが好ましい。
【００１３】
　また、本発明に係る振動除去装置において、アクチュエータ機構は、筐体側に駆動電流
が供給される駆動コイルを含み、慣性体側に永久磁石を含み、駆動コイルによって生成さ
れる磁束と永久磁石との協働で慣性体に移動駆動力を与えるボイスコイルモータであり、
センサは、アクチュエータ機構と同じ形状を有し、慣性体を挟んでアクチュエータ機構と
反対側に配置され、慣性体側に永久磁石を含み、筐体側に検出コイルを含む速度センサで
あることが好ましい。
【００１４】
　また、本発明に係る振動除去装置において、筐体は、磁性体で構成されていることが好
ましい。
【００１５】
　また、本発明に係る振動除去装置において、筐体は、その外側を電磁シールド材料で囲
まれることが好ましい。
【発明の効果】
【００１６】
　上記構成により、振動除去装置は、振動除去の対象である対象物に取り付けられて固定
される筐体に、慣性体が、軸方向移動に対する剛性が径方向移動に対する剛性よりも小さ
い支持バネによって筐体に対し移動可能に支持され、慣性体は、アクチュエータ機構によ
って非接触で移動駆動力を与えられ、その移動の反力が、対象物の振動の加速度を打ち消
すように筐体を介して対象物に伝えられる。したがって、流体供給を要せずに対象物に振
動除去のための反力を発生する慣性体を支持することができる。
【００１７】
　また、振動除去装置において、慣性体を筐体に対し中立位置に支持する支持部材は、そ
のバネ定数と、慣性体の質量とで定まる固有振動数が０．１Ｈｚ以上１０Ｈｚ以下である
。つまり、支持部材は、振動特性から言うと、弱いバネであって、慣性体の駆動力は、こ
のバネの付勢力の影響をほとんど受けず、アクチュエータ機構への指令加速度にほぼ比例
する駆動力を受ける。したがって、慣性体の移動による反力も、この指令加速度にほぼ比
例することになり、振動除去装置の特性として、入力指令加速度にほぼ比例した振動除去
加速度を出力することができる。
【００１８】
　また、振動除去装置において、慣性体の移動状態を検出するセンサに基いて慣性体の速
度を求め、その速度をフィードバックする。そして、速度のフィードバック量を調整して
慣性体の移動のダンピング特性を調整する。慣性体の運動系は、ダンピング項をほとんど
有していない。上記構成によれば、速度フィードバックを行うことで、ダンピング効果を
生じさせることができる。
【００１９】
　また、振動除去装置において、センサは、アクチュエータ機構と同じ形状を有し、慣性
体を挟んでアクチュエータ機構と反対側に配置される速度センサである。これにより、特
別なセンサを用いずに、アクチュエータ機構と同じものを用いて速度フィードバックを行
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わせることができる。
【００２０】
　このように、センサとアクチュエータ機構とを、永久磁石とコイルを用いた同じ形状と
することで、例えば、振動除去のための加速度反力を大きくしたい仕様のときに、回路接
続を変更してアクチュエータの推力を２倍にして対応することが可能となる。
【００２１】
　また、振動除去装置において、筐体は、磁性体で構成されているので、アクチュエータ
として電磁力を用いる場合に、そのノイズを外部に放射せず、また、外部の電磁ノイズの
影響を受けない。
【００２２】
　また、振動除去装置において、筐体は、その外側を電磁シールド材料で囲まれるので、
アクチュエータとして電磁力を用いる場合に、そのノイズを外部に放射せず、また、外部
の電磁ノイズの影響を受けない。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下に図面を用いて、本発明に係る実施の形態につき、詳細に説明する。以下では、振
動除去の対象物を、定盤として説明するが、微小振動を除去する必要がある対象物であれ
ば、定盤以外のものであってもよい。例えば、精密測定器の筐体あるいはステージ、露光
装置のステージ、精密引張試験機の筐体、精密加工機のステージ、精密組立機のステージ
等であってもよい。なお、以下では、除去する振動を、例えば、変位でμｍあるいはｎｍ
程度の微小振動として説明するが、これは小型の振動除去装置を想定しての説明のためで
あって、除去すべき対象物の加速度の大きさに対応して、慣性体の質量の大きさ、駆動力
を設定することで、一般的な振動の除去に用いることができることはもちろんである。
【００２４】
　以下では、全ての図面において同様の要素には同一の符号を付し、重複する説明を省略
する。また、本文中の説明においては、必要に応じそれ以前に述べた符号を用いるものと
する。
【００２５】
　図１は、振動除去装置１０の構成を説明する図である。振動除去装置１０は、振動除去
の対象である対象物に取り付けて、その対象物の微小振動を除去する機能を有する。微小
振動とは、対象物の変位に換算して、ｎｍからμｍ程度の大きさの振動で、対象物の機能
、例えば、精密測定、精密加工、精密組立等の観点から無視できない振動である。なお、
図１に示すＹ方向は、重力方向で、Ｘ方向は重力方向に垂直な水平方向である。
【００２６】
　図１には、振動除去装置１０の構成要素ではないが、振動除去の対象である定盤８が示
されている。定盤８は、例えば、空気バネ等で基台に据え付けられており、その上で精密
な加工、測定等を行うものである。振動除去装置１０は、加工、測定、あるいは外力等の
外乱によって生じる定盤８の微小な振動を除去する機能を有するものである。以下では、
定盤８について除去対象の振動の加速度方向は、定盤８の面に平行な方向としてある。図
１においては、定盤８の面は水平面であるので、除去対象の微小振動の加速度方向は、Ｘ
方向である。
【００２７】
　振動除去装置１０は、慣性体と慣性体を駆動するアクチュエータ機構とを含んで構成さ
れる装置本体部２０と、図示されていないが定盤８のＸ方向加速度αを検出してこれを取
得し、装置本体部２０にこのαを打ち消すように慣性体の反力を生じさせる制御を行う制
御部１２とを含んで構成される。
【００２８】
　装置本体部２０は、筐体２２と、筐体２２の内部に、支持バネ２６によって支持される
慣性体２４と、慣性体２４をＸ方向に移動駆動するアクチュエータ機構３０を含んで構成
される。
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【００２９】
　筐体２２は、外形がほぼ円筒形または直方体の部材で、その内部には、慣性体２４をＸ
方向に移動可能に支持バネで支持するための断面円形の空間が形成されている。筐体２２
は、外部からの電磁ノイズから内部のアクチュエータ機構３０を遮蔽し、又、逆にアクチ
ュエータ機構３０からの電磁ノイズの外部放出を抑制するように、磁性体で構成される。
かかる電磁シールド構造の筐体２２は、例えば、軟鉄材を加工したものを用いることがで
きる。
【００３０】
　図１には、筐体２２の外側に、さらにシールドケース１８が設けられる様子が示される
。シールドケース１８は、軟鉄、パーマロイ等の電磁シールド材料で構成され、筐体２２
の外側を囲むものである。文字通り、箱形状としてその内部に筐体２２等を収納するもの
としてもよく、また、筐体２２の外側面に、電磁シールド材料の板等を貼り付ける構成と
してもよい。このように磁性体で構成される筐体２２の外側をさらにシールドケース１８
で囲むことで、外部からの電磁ノイズから内部のアクチュエータ機構３０を一段と遮蔽し
、また、逆にアクチュエータ機構３０からの電磁ノイズの外部放出を一段と抑制すること
ができる。例えば、１ｍＧａｕｓｓ程度以下に電磁ノイズの放出を抑制する。
【００３１】
　なお、振動除去装置１０の仕様によっては、シールドケース１８を省略してもよく、あ
るいは、シールドケース１８を用いて筐体２２を磁性体でない一般的な材料で構成するも
のとしてもよい。
【００３２】
　筐体２２は、上記のように、直方体の軟鉄材に、中央にＸ方向に平行な中心軸を有する
円筒形の慣性体配置空間が形成される。その円筒形の両端をふさぐように側板が両側に設
けられるが、図１で左側の側板と慣性体２４一方端側との間にアクチュエータ機構３０が
設けられ、右側の側板と慣性体２４の他方側端との間に速度センサ４０が設けられる。ア
クチュエータ機構３０と速度センサ４０とは、構造が全く同じで、いずれもコイルと永久
磁石とから構成される。
【００３３】
　アクチュエータ機構３０は、側板、すなわち筐体２２に固定されるコイル３２に電流を
流して、慣性体２４に取り付けられる磁石３４との協働により、慣性体２４に駆動力を与
える。一方で、速度センサ４０は、慣性体２４に固定されている磁石４４が移動すること
で、側板、すなわち筐体２２に取り付けられるコイル４２に速度に比例した大きさの電圧
を発生させる。このように、アクチュエータ機構３０と速度センサ４０とは、入力と出力
の関係が逆となる双子形の素子である。
【００３４】
　アクチュエータ機構３０は、制御部１２の制御の下で、筐体２２に対し、慣性体２４を
所定の加速度で移動駆動する機能を有し、具体的にはいわゆるボイスコイルモータあるい
はフォースモータの構成を有する。上記のように、アクチュエータ機構３０は、筐体２２
の側板に、固定子であるコイル３２が取り付けられ、慣性体２４の一方端側に可動子であ
る永久磁石３４が取り付けられる。コイル３２の各端子は、筐体２２に設けられた端子台
３６を経由して制御部１２に接続され、制御部１２より駆動電流信号が供給される。
【００３５】
　速度センサ４０は、制御部１２に対し、慣性体２４の速度情報を提供する機能を有し、
具体的にはいわゆる電磁検出素子の構成を有する。上記のように、速度センサ４０は、筐
体２２の側板に、磁束検出子であるコイル４２が取り付けられ、慣性体２４の一方端側に
磁束発生源である永久磁石３４が取り付けられる。コイル４２の各端子は、筐体２２に設
けられた端子台４６を経由して制御部１２に接続され、コイル４２によって検出された速
度は、制御部１２に伝送される。
【００３６】
　慣性体２４は、円柱状の部材で、比質量の比較的大きな材料で形成される質量体である



(7) JP 2010-84814 A 2010.4.15

10

20

30

40

50

。例えば、ステンレス鋼、または比質量の大きいタングステン等を円柱状に加工し、さら
に必要な形状加工を加えたものを用いることができる。
【００３７】
　慣性体２４の両端部と、筐体２２の両側板との間に設けられる保持バネ５０，５２は、
慣性体２４を筐体２２に対し、Ｘ方向について中立位置に支持するための支持部材である
。保持バネ５０，５２は、その両端部においてボール座によって支持されている。これに
よって、保持バネ５０，５２と、慣性体２４、筐体２２の両側板との間の摩擦を低減する
ことができる。なお、保持バネ５２と筐体２２の側面との間には、中立位置を微調整する
ための調整ネジ５４，５６が設けられる。
【００３８】
　保持バネ５０，５２は、振動特性的に弱いバネとして構成される。具体的には、慣性体
２４の質量Ｍと、保持バネ５０，５２のバネ定数ｋとで定まる固有振動数が、０．１Ｈｚ
から１０Ｈｚ程度となるように、バネ定数ｋが設定される。好ましくは、固有振動数が１
Ｈｚ程度となるバネ定数がよい。このようにすることで、アクチュエータ機構３０によっ
て慣性体２４がＸ方向に移動駆動されるときに、保持バネ５０，５２の付勢力の影響を抑
制することができる。つまり、慣性体２４をαの加速度で移動させるためには、保持バネ
５０，５２の影響を考慮せずに、アクチュエータ機構３０が、慣性体２４にＭαの駆動力
を与えればよい。したがって、慣性体２４の移動駆動の制御が簡単になる。
【００３９】
　慣性体２４の両側面の外周部と、これに対応する筐体２２の張り出し両側面の内周部と
の間に設けられる支持バネ２６は、軸方向移動に対する剛性が径方向移動に対する剛性よ
りも小さい薄板バネである。この支持バネ２６によって、慣性体２４は、筐体２２に対し
、軸方向の両端で支持され、この支持バネ２６の支持を除けば、空間的に筐体２２から浮
いた状態で保持される。支持バネ２６の剛性の異方性によって、慣性体２４は、軸方向、
すなわちＸ方向に移動自在に、Ｙ方向には移動が拘束されて筐体２２に支持される。
【００４０】
　図２は、支持バネ２６の平面図で、ここでは、筐体２２と慣性体２４に取り付けられた
様子が示され、保持バネ５０と、コイル３２が図示されている。支持バネ２６は、外周側
の円環状部分で筐体２２に固定され、内周側の円環状部分で慣性体２４に固定される。そ
して、内周側の円環状部分と外周側の円環状部分とを接続する部分の形状が、軸方向移動
に対する剛性が径方向移動に対する剛性よりも小さくなるように形成される。
【００４１】
　支持バネ２６は、上記のように筐体２２と慣性体２４との間を接続する薄板部材である
。支持バネ２６のパターンは、複雑に曲がりくねった形状を有し、軸方向への変位に対す
る剛性が径方向への変位に対する剛性が小さいように、径方向に延びる部分の形状と円周
状に延びる部分の形状とを適切に組み合わせて全体の形状が形成される。かかる支持バネ
２６は、金属薄板を所定のパターンにエッチング加工して得ることができる。例えば厚さ
約０．１ｍｍ程度のＳＵＳ板に対しエッチング加工または放電加工等を行うことによって
得ることができる。なお、支持バネは、その形状パターンが、曲がりくねっていて、雲形
に似ていることから、雲形バネと呼ばれることがあるが、軸方向変形に対する剛性が小さ
く、径方向変形に対する剛性の大きいバネであればそれ以外の呼称のものであってもよい
。
【００４２】
　制御部１２は、図示されていない加速度センサによって取得される定盤８の加速度αが
入力され、その入力値に応じて、アクチュエータ機構３０のコイル３２に駆動電流を供給
して、慣性体２４をＸ方向に移動駆動させる機能を有する。そして、慣性体２４の速度が
速度センサ４０によって検出され、制御部１２に与えられる。制御部１２は、この速度情
報を制御ループにフィードバックすることで、慣性体２４の運動にダンピング要素を加え
ることができる。
【００４３】
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　図３は、慣性体２４の駆動制御を示すブロックダイアグラムである。このブロックダイ
アグラムは、主ルートとしてのオープンループと、変位をフィードバックするフィードバ
ックループとを有する。主ループは、図１の装置本体部２０における慣性体２４のオープ
ンループ制御に相当する。すなわち、制御部１２に入力される加速度（α）７０は、ゲイ
ン（Ｇａ）７２を介して加速度を示す電圧等の信号値に変換され、増幅器７６を経由して
電流ブースタ７８によって駆動電流指令値に変換され、アクチュエータ機構（ＶＣＭ）３
０に供給され、これによって質量Ｍを有する慣性体２４を移動駆動すると共に、定盤８に
振動除去のための反力加速度である補償力８０を与える。慣性体２４の変位は、保持バネ
５０，５２のバネ定数ｋによって力成分となり、アクチュエータ機構３０からの駆動力を
減算する。
【００４４】
　慣性体２４の速度は、速度センサ４０によって検出され、ゲイン（Ｇｖ）８２を介して
速度を示す電圧等の信号値に変換されて、フィードバックループによって減算器７４に戻
される。減算器７４では、ゲイン７２の出力である信号値からゲイン８２の出力である信
号値が減算され、その結果がフィードバックされた信号値として増幅器７６に供給される
。
【００４５】
　上記のように、慣性体２４は質量Ｍを有する質量体であって、これを支持する支持バネ
２６は軸方向移動に対する剛性が小さく、また、保持バネ５０，５２もバネ定数ｋが小さ
く設定される。したがって、慣性体２４を含む運動系は、ほとんど質量Ｍのみで構成され
、ダンピング要素をほとんど有していない。したがって、図４に示すように、特性周波数
ｆ1の近傍では、その応答特性が共振的挙動を示す。
【００４６】
　図４は、横軸に周波数をとり、縦軸には、紙面の上方から下方に向かって順に、慣性体
２４の運動についての変位のゲイン、速度のゲイン、加速度のゲインをそれぞれとって示
したものである。ここで、変位のゲインとは、変位指令に対する実変位の比、速度のゲイ
ンとは、速度指令に対する実速度の比、加速度のゲインとは、加速度指令に対する実加速
度の比である。各指令はｅCで示してある。
【００４７】
　図４に示されるように、特性周波数ｆ1の近辺で、いずれのゲインも共振的となってお
り、これによって、慣性体２４の使用周波数範囲がｆ1以上とされる。図３で説明したフ
ィードバックループを用いずに、オープンループで使用すると、特性周波数ｆ1における
共振的傾向が強くなり、いずれのゲインも異常に突出する傾向となり、慣性体２４の使用
周波数範囲がｆ1よりかなり高周波数側にずれることになる。
【００４８】
　図３で説明した速度フィードバックループを用いると、慣性体２４の運動系にダンピン
グ要素が加わる。したがって、特性周波数ｆ1付近における共振的挙動が抑制され、矢印
で示されるように、ダンピング要素が多くなるほど滑らかな特性となる。このダンピング
要素の付加による共振的挙動の抑制は、メインループであるオープンループの特性に、フ
ィードバックループの寄与をどの程度大きくするかで定まる。具体的には、図３の増幅器
７６のゲイン調整によって、ダンピング要素の付加による共振的挙動の抑制程度を加減で
きる。これによって、慣性体２４の使用周波数範囲を広げることができる。
【００４９】
　ここで、上記構成の振動除去装置１０の作用を説明する。上記のように、保持バネ５０
，５２は、この移動駆動に対し、ほとんど影響を与えない程度に振動特性的に弱いバネ定
数を有している。また、支持バネ２６も径方向移動に対する剛性に比較し軸方向移動に対
する剛性が小さい。したがって、定盤８の加速度が－αであるとすれば、制御部１２は、
アクチュエータ機構３０に対し、慣性体２４への駆動力が－Ｍαとなるような駆動電流を
与える。これにより、慣性体２４は、－αの加速度で、筐体２２に対し移動する。この移
動の反力であるＭαは、コイル３２を経て、筐体２２に伝えられ、筐体２２が固定される
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定盤８に伝えられる。すなわち、定盤８には、振動除去装置１０から＋αの加速度が与え
られることになる。これによって、定盤８の振動の加速度－αが、相殺され、除去される
。
【００５０】
　また、速度フィードバックが行われることで、振動除去装置１０の使用周波数範囲を低
周波側に広げることができる。また、慣性体２４は支持バネ２６によって筐体２２に支持
されるので、流体支持を用いなくても、軸方向に移動自在に、摩擦力なしで筐体２２に支
持されることができる。また、筐体２２が磁性体であるので、外部からの磁気を遮蔽し、
また、外部への磁気の放射を抑制することができる。
【００５１】
　上記では、速度センサ４０をアクチュエータ機構３０と同じ形状のものとして説明した
。これ以外の形態のセンサを用いて、筐体２２に対する慣性体２４の運動情報を取得し、
その情報から筐体２２に対する慣性体２４の速度を取得するものとしてもよい。
【００５２】
　図５は、アクチュエータ機構３０と異なる形式でＸ方向の変位または速度を検出するセ
ンサ６０を設けた振動除去装置１１を示す図である。なお、ここでは、簡単のためにシー
ルドケース１８の図示を省略してある。
【００５３】
　変位または速度を検出するセンサ６０は、慣性体２４側に取り付けられる磁性プローブ
６４と、筐体２２の側板に設けられる検出コイル６２を含んで構成される。なお、センサ
６０の出力は、筐体２２に設けられる端子台６６を経由して、制御部１２に伝送される。
制御部１２では、検出コイル６２の検出値から筐体２２に対する慣性体２４の変位または
速度を取得する。変位を取得するセンサ６０の場合は、この検出値を時間で微分すること
で、筐体２２に対する慣性体２４の速度を取得する。すなわち、慣性体２４の速度は、演
算によって取得するものであってもよい。この速度を用いて制御部１２はアクチュエータ
機構３０の制御を行う。
【００５４】
　変位を検出できるセンサ６０として、これ以外の方式、例えば、光学式変位センサ、静
電容量型変位センサ等を用いるものとしてもよい。なお、図５では、センサ６０を慣性体
２４の中心軸上から偏移した位置に配置した例を示しているが、保持バネ５２の内部にセ
ンサ６０を配置する等の方法によって、センサ６０を慣性体２４の中心軸上に配置するも
のとしてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００５５】
【図１】本発明に係る実施の形態における振動除去装置の構成を説明する図である。
【図２】本発明に係る実施の形態における支持バネの平面図である。
【図３】本発明に係る実施の形態において、慣性体の駆動制御を示すブロックダイアグラ
ムである。
【図４】本発明に係る実施の形態において、横軸に周波数をとり、縦軸には、慣性体の運
動についての変位のゲイン、速度のゲイン、加速度のゲインをそれぞれとって示す図であ
る。
【図５】本発明に係る実施の形態において、変位センサを設ける例を示す図である。
【符号の説明】
【００５６】
　８　定盤、１０，１１　振動除去装置、１２　制御部、１８　シールドケース、２０　
装置本体部、２２　筐体、２４　慣性体、２６　支持バネ、３０　アクチュエータ機構、
３２，４２　コイル、３４，４４　永久磁石、３６，４６，６６　端子台、４０　速度セ
ンサ、５０，５２　保持バネ　５４，５６　調整ネジ、６０　センサ、６２　検出コイル
、６４　磁性プローブ、７０　加速度、７２，８２　ゲイン、７４　減算器、７６　増幅
器、７８　電流ブースタ、８０　補償力。
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